
 

 

 

リモート採用、7 割が導入〜⽇本マンパワー調査から 
マンパワーグループが行った企業の人事担当者を対象とした

「リモート採用の導入・実施状況」調査（2022 年 1 月実施）の
結果によると、リモート採用を行っている企業は約７割となっ
ています。リモート採用では、企業説明会、採用面接、内定者
フォロー、適性検査などが行われています。 
◆リモート面接は中小企業でも 
同調査は、企業規模別の結果は出ていないようですが、会社説
明会のような大規模なものでなくても、最終面接以外の面接に
はリモートを活用しているという企業は多いようです。遠方か
らの応募が増えるといった効果もありますので、中小企業でも
導入は増えつつあるようです。 
◆やはり最終面接は直接面接 

コロナ禍の初期には、最終面接までリモートで行うといった
企業が多かったようです。しかし、コロナ禍が落ち着き始め、
マスク着用の緩和等の話題も出てきており、今後は対面での面
接が増えるものと思われます。同調査でも、「最終面接以外の面
接」はリモートで行っているという企業が 84.3％ありました。
やはりリモートだけでは、応募者の実際の人柄はつかみにくい
ようです。 
◆気を付けたいこと 

リモート面接をする側として気を付けたいことは、面接者に
してほしくないこととほぼ同じです。 
・緊張感がない。パソコンの操作等をして集中していない。 
・表情や声などニュアンスが伝わらない。声が小さくて聞こえ

ない。 
・使用する機器や回線速度のせいで接続が不安定になる。 
面接の手際の悪さなどはリモートでする・しない以前の話です
から、面接する側もしっかりと予行演習をしておきましょう。 
【マンパワーグループ「リモート採用の導入・実施状況」調査】 
https://www.manpowergroup.jp/client/jinji/surveydata/202205
16.html 
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2022 年新入社員の意識〜東京商⼯会議所の調査
から 

◆新入社員が社会人生活で不安に感じること 
６月は、４月に入社した新入社員が徐々に職場に馴染み始める

時期ではないでしょうか。東京商⼯会議所は、2022 年度新入社
員を対象に、就職活動の感想、社会人生活や仕事に対する意識等
について調査を実施しています。本調査によれば、社会人生活で
不安に感じること（複数回答）として、「仕事と私生活とのバラ
ンスが取れるか（55.4％）」、「上司・先輩・同僚とうまくやって
いけるか（51.4％）」、「仕事が自分に合っているか（49.7％）」が
上位に挙がっています。入社当初は不安が多いものです。周囲も
目を配りながらサポートできるとよいでしょう。 

◆会社を選ぶうえで魅力に感じる企業制度 
本調査では、就職する会社を選ぶうえで魅力に感じる企業の制

度についても尋ねています（複数回答）。多いものとして「年次
有給休暇取得の推進（42.5％）」、「時差出勤・フレックスタイム
制勤務（41.9％）」、「テレワーク（在宅勤務）（36.1％）」な
ど働き方に関するものが挙がっており、その他、「資格（検定）
等の取得支援（39.8％）」、「人材育成体系（研修）の充実（38.8％）」
など、スキルアップに関する選択肢も上位に挙がっていることが
特筆されます。 

◆新入社員の意識変化 

本調査での「今の会社でいつまで働きたいか」という問に、「定
年まで」との回答は 23.8％だったそうです。これは 10 年前の調
査との比較では、12.4 ポイント減少しており、新入社員の意識変
化がみてとれる結果となっています。新入社員の個性や意識は
様々ですが、働く人の意識は年々変化しています。企業も今後の
人材確保の意味で、自社の状況を見直して、選ばれる企業を目指
すことが肝要でしょう。 

【東京商⼯会議所「2022 年度新入社員意識調査」】 

https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1029600 
 

７月の税務と労務の手続期限［提出先・納付
先］ 

11 ⽇ 

○ 健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出期限［年金事
務所または健保組合］＜７月１⽇現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住⺠税特別徴収税額の納付［郵便局ま
たは銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額の納付＜１月〜６月分＞［郵
便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出［公共職業安定
所］＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概算保険料の申告と昨年度分の
確定保険料の申告書の 

提出期限＜年度更新＞［労働基準監督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第１期分＞［郵便局または銀
行］ 

15 ⽇ 
○ 所得税予定納税額の減額承認申請＜６月 30 ⽇の現況

＞の提出［税務署］ 
○ 障害者・高齢者雇用状況報告書の提出［公共職業安定

所］ 
８月１⽇ 
○ 所得税予定納税額の納付＜第１期分＞［郵便局または

銀行］ 
○ 労働者死傷病報告の提出［労働基準監督署］＜休業４

⽇未満、４月〜６月分＞ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の

提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末⽇＞［公共職業安定所］ 
○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 2 期＞［郵便局ま

たは銀行］ 
※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 


